
宇和島城（宇和島市提供）
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平
成
27
年
度
事
業
計
画
及
び
予
算

短
期
給
料
掛
金
率
が
千
分
の
１
・
２

引
き
上
が
り
ま
す

平
成
27
年
10
月
か
ら

標
準
報
酬
制
へ
移
行
し
ま
す
（
第
3
回
）

市
区
町
村
の
医
療
費
助
成
を

受
け
て
い
る
皆
様
へ
／
外

デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
す
！

新
組
合
員
の
皆
様
へ

（
共
済
組
合
福
祉
事
業
の
ご
案
内
）

地
共
済
年
金
情
報
we
b
サ
イ
ト
を

リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
し
ま
す

五
月
病
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●組合員数　　　　　　　　　　　　　　　　 　  　（単位：人）
組 合 員 種 別 平成27年度末推計

一般組合員
一 　 般 　 職 12,786
特 　 別 　 職 47

市　 町　 村　 長　 組　 合　 員 19
特　 定　 消　 防　 組　 合　 員 1,705
長 期 組 合 員（ 特 別 職 ） 2
市 町 村 長 長 期 組 合 員 1
船　 員　 一　 般　 組　 合　 員 16
継　 続　 長　 期　 組　 合　 員 0

小 　 　 　 　 　 　 計 14,576
任　 意　 継　 続　 組　 合　 員 202

合 　 　 　 　 　 　 計 14,778

●所属所数　　　　　　　　
市 町 一部事務組合等 計
11 9 21 41

●各経理の収支推計　　　　　　　　　　 　　　　（単位：千円）

収　入 支　出 当期利益金
（△当期損失金）

短 期 経 理
9,898,700 9,781,940 116,760
768,072 767,481 591

長 期 経 理 11,075,390 11,075,390 0
厚生年金保険経理 9,214,367 9,214,367 0
退職等年金経理 647,470 647,470 0
預託金管理経理 105,813 105,813 0
業 務 経 理 249,526 247,452 2,074

保 健 経 理
398,669 425,780 △　　27,111
7,647 7,647 0

宿 泊 経 理 156,847 156,104 743
貯 金 経 理 707,253 555,864 151,389
貸 付 経 理 124,678 129,824 △　　　5,146
物 資 経 理 13,423 10,279 3,144
経過的長期経理 11,490 11,490 0
合 　 　 　 計 33,379,345 33,136,901 242,444
※短期経理の欄の上段は医療保険、下段は介護保険の収支を示す。   
※保健経理の欄の上段は保健事業、下段はメンタルヘルス対策事業の収支を示す。

区分

経理名

382,269
381,598

322,578
321,751310,535

14,704人
14,640人

14,576人

309,848

25年度末

※平成27年度末推計は、標準報酬制への移行により諸手当込みの金額となります。

実績

期
長

期
短

26年度末
見込

27年度末
推計

組合員数及び平均給料月額の推移
（任意継続組合員を除く）

組合員数

平
成
27
年
度

　

平
成
27
年
2
月
25
日
開
催
の
第
1
8
9
回
組
合
会
で
、
平
成
27
年
度
事
業
計

画
及
び
予
算
が
議
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

組
合
員
数
の
減
少
及
び
標
準
報
酬
制
へ
の
移
行
に
伴
う
掛
金
・
負
担
金
収
入

の
減
収
、
ま
た
社
会
経
済
情
勢
な
ど
の
影
響
か
ら
、
全
経
理
に
お
い
て
大
変
厳

し
い
事
業
運
営
と
な
る
見
込
み
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。 

　

短
期
経
理
で
は
、
高
齢
者
医
療
制
度
に
対
す
る
納
付
金
等
が
大
幅
に
減
額
さ

れ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
全
国
連
合
会
の
財
政
支
援
を
受
け
な
い
予
算
と
な
り

ま
す
が
、
保
健
経
理
及
び
貸
付
経
理
で
は
当
期
損
失
金
が
見
込
ま
れ
ま
す
の
で
、

引
き
続
き
諸
経
費
の
削
減
を
図
る
こ
と
と
し
て
お
り
ま
す
。
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平成27年度平成27年度 事業計画及び予算事業計画及び予算

●掛金率・負担金率及び公的負担金率等一覧表（平成27年度）

掛　　　金　　　率 負　担　金　率
短　　　　期 長　　　　期

保健
短　　　　期 長　　　　期

保健
短期 介護 ４月～ ９月 短期 介護 ４月～ ９月

一般組合員
一般職 63.0

(50.4)
7.5
(6.0)

105.775
(84.62)

107.9875 
(86.39)

2.5
(2.0)

63.0 
(50.4)

7.5 
(6.0) 

106.1038 
(84.883)

108.3163 
(86.653)

2.5
(2.0)

特別職 50.4
(50.4)

6.0
(6.0)

84.62
(84.62)

86.39
(86.39)

2.0
(2.0)

50.4
(50.4)

6.0 
(6.0) 

84.883
(84.883)

86.653 
(86.653)

2.0
(2.0)

市 町 村 長 組 合 員 50.4
(50.4)

6.0
(6.0)

84.62
(84.62)

86.39 
(86.39)

2.0
(2.0)

50.4
(50.4)

6.0 
(6.0) 

84.883
(84.883)

86.653 
(86.653)

2.0
(2.0)

市町村長長期組合員 1.92
(1.92) － 84.62

(84.62)
86.39 
(86.39)

2.0
(2.0)

1.92 
(1.92) － 84.883

(84.883)
86.653 
(86.653)

2.0
(2.0)

特 定 消 防 組 合 員 63.0
（50.4)

7.5
(6.0)

105.775
(84.62)

107.9875 
(86.39)

2.5
(2.0)

63.0 
(50.4)

7.5 
(6.0) 

106.1038 
(84.883)

108.3163 
(86.653)

2.5
(2.0)

船 員 一 般 組 合 員 59.77
(47.816)

7.5
(6.0)

105.775
(84.62)

107.9875 
(86.39)

2.5
(2.0)

66.23 
(52.984)

7.5 
(6.0) 

106.1038 
(84.883)

108.3163 
(86.653)

2.5
(2.0)

継 続 長 期 組 合 員 － － 105.775
(84.62)

107.9875 
(86.39) － － － 106.1038 

(84.883)
108.3163 
(86.653) －

特別財政調整
負 担 金 率

育 児 ・ 介 護
公的負担金率

基礎年金拠出金
公的負担金率

一般組合員（一般職）
特 定 消 防 組 合 員
船 員 一 般 組 合 員

0.25
(0.20)

0.3625
(0.29)

50.25
(40.2)

市 町 村 長 組 合 員
一般組合員（特別職）

0.20
(0.20) 0.29

(0.29)
40.2
(40.2)

市町村長長期組合員 －

継 続 長 期 組 合 員 － － 50.25
(40.2)

注１　表中上段は、給料の額に乗じる率。下段（　　　）は、期末手当等に乗じる率となっています。
　２　　　　　については、4月1日から変更になった部分です。

区　分

組合員種別

区　分
組合員種別

（単位：‰）(4月～9月)

●掛金率・負担金率及び公的負担金率等一覧表（平成27年度）

掛　　　金　　　率
(組合員保険料率) 負　担　金　率

短　　　　期 長　　　　期
保健

短　　　　期 長　　　　期
保健

短期 介護 厚生年金保険 退職等年金 短期 介護 厚生年金保険 退職等年金

一般組合員
一般職 50.4 6.0 86.39 7.5 2.0 50.4 6.0 86.39 7.5 2.0 

特別職 50.4 6.0 86.39 7.5 2.0 50.4 6.0 86.39 7.5 2.0 

市 町 村 長 組 合 員 50.4 6.0 86.39 7.5 2.0 50.4 6.0 86.39 7.5 2.0

市町村長長期組合員 1.92 － － 7.5 2.0 1.92 － － 7.5 2.0

特 定 消 防 組 合 員 50.4 6.0 86.39 7.5 2.0 50.4 6.0 86.39 7.5 2.0

船 員 一 般 組 合 員 47.816 6.0 86.39 7.5 2.0 52.984 6.0 86.39 7.5 2.0

継 続 長 期 組 合 員 － － 86.39 7.5 － － － 86.39 7.5 －

区　分

組合員種別

特別財政調整
負 担 金 率

育児・介護
公的負担金率

基礎年金拠出金
公的負担金率

経過的長期経理
負 担 金 率

一般組合員（一般職）
一般組合員（特別職）
市 町 村 長 組 合 員
特 定 消 防 組 合 員
船 員 一 般 組 合 員

0.2
0.29

40.2 0.263

市町村長長期組合員 －

継 続 長 期 組 合 員 － －

注１　表中数字は、標準報酬月額及び標準期末手当等の額に乗じる率となっています。

区　分
組合員種別

（単位：‰）(10月～3月)
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こ
の
経
理
で
は
、
組
合
員
及
び
そ
の
被

扶
養
者
の
医
療
に
係
る
給
付
、
出
産
・
休

業
・
災
害
な
ど
に
係
る
給
付
及
び
介
護
保

険
制
度
の
運
営
に
必
要
な
資
金
の
収
納
及

び
納
付
を
行
っ
て
い
ま
す
。

【
短
期
給
付
関
係
】

　

医
療
費
や
出
産
費
な
ど
の
保
健
給
付

は
37
億
5
5
5
0
万
円
と
な
り
、
前
年
度

よ
り
1
億
1
6
4
0
万
円
の
減
少
と
な
る

見
込
み
で
す
。
高
齢
者
医
療
制
度
に
対

す
る
納
付
金
等
の
総
額
も
42
億
4
4
7
0

万
円
と
な
り
、
前
年
度
見
込
額
よ
り
13
億

6
7
8
0
万
円
の
大
幅
な
減
少
と
な
る
見

込
み
で
す
が
、
そ
れ
で
も
短
期
給
付
に
係

る
支
出
の
半
分
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

こ
の
た
め
財
源
率
は
、
前
年
度
よ
り

12
・
5 

6
‰
大
幅
に
引
き
下
げ
て
1
0
0
・

8 

0
‰
と
な
り
、
こ
の
う
ち
高
齢
者
医
療

制
度
の
支
援
に
要
す
る
財
源
率
（
特
定
保

険
料
率
）
は
、
48
・
5 

9
‰
と
な
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
か
ら
25
・
26
年
度
に

全
国
連
合
会
か
ら
受
け
て
い
た
財
政
支
援

（
調
整
交
付
金
及
び
特
別
調
整
交
付
金
）
を

受
け
な
い
予
算
と
な
り
ま
す
。

※
短
期
財
源
率
に
つ
い
て
は
、
11
P
を
ご

覧
く
だ
さ
い
。

【
介
護
保
険
関
係
】

　

介
護
保
険
に
つ
い
て
は
、
40
歳
以
上
65

歳
未
満
の
組
合
員
に
つ
い
て
、
共
済
組
合

が
保
険
料
を
収
納
し
、
社
会
保
険
診
療
報

酬
支
払
基
金
に
納
付
し
て
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
、
介
護
給
付
費
の
減
少
に

よ
り
1
人
当
た
り
負
担
額
が
前
年
度
よ
り

1
・
6
9
%
減
少
し
た
た
め
、
介
護
納
付

金
が
前
年
度
よ
り
も
4
5
0
万
円
減
の
7

億
6
7
1
0
万
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。

　

こ
の
た
め
財
源
率
は
、
前
年
度
よ
り

0
・
1 

6
‰
引
き
下
げ
て
12
・
0 

0
‰
と

な
り
ま
す
。

（　）内は支出に占める割合 （　）内は収入に占める割合 

支出 
10,549,421
（単位：千円） 

収入 
10,666,772
（単位：千円） 

当期短期利益金
116,760

給付金
（保健・休業・災害）
4,123,478
（39.1％）

前期高齢者納付金・
後期高齢者支援金
　　　　　4,078,488
 （38.7％）

当期介護利益金
591

その他（連合会払込金など）
670,831（6.3％）

次年度繰越支払準備金
645,341（6.1％）

前年度繰越支払準備金
667,825（6.3％）

附加給付・
一部負担金払戻金
68,479（0.6％）

介護納付金
767,115（7.3％）

老人保健・退職者
給付拠出金
166,199（1.6％）

業務経理へ繰入
29,490（0.3％）

介護掛金・負担金
768,063（7.2％）

その他
398,006（3.7％）

短期掛金・負担金
8,832,878（82.8％）

短
期
経
理

平成27年度平成27年度 事業計画及び予算事業計画及び予算

●短期経理収支状況 

金
益
利

 

金
足
不

 

－75,336

239,907

117,351

-59,905 -57,794-51,743

（千円） 

93,714

21年度
実績

22年度
実績

23年度
実績

24年度
実績

25年度
実績

26年度
見込

27年度
推計

（注）介護保険の収支を含んだ短期経理の収支状況となっています。 



　

こ
の
経
理
で
は
、
年
金
の
原
資
と
な
る
掛
金
・
負

担
金
を
収
納
し
、
全
国
連
合
会
の
長
期
経
理
へ
全
額

納
付
し
ま
す
。

　

平
成
27
年
10
月
か
ら
は
、
被
用
者
年
金
制
度
の
一

元
化
に
よ
り
共
済
年
金
は
厚
生
年
金
に
統
合
さ
れ
ま

す
の
で
、
こ
の
経
理
は
平
成
27
年
9
月
末
で
廃
止
さ

れ
、
新
設
さ
れ
る
厚
生
年
金
保
険
経
理
及
び
経
過
的

長
期
経
理
に
引
き
継
が
れ
ま
す
。

　

財
源
率
は
、
平
成
26
年
の
財
政
再
計
算
に
よ
り
平

成
26
年
9
月
か
ら
1
6
9
・
2
4
‰
、
平
成
27
年
9

月
か
ら
1
7
2
・
7
8
‰
と
地
方
公
務
員
共
済
組

合
連
合
会
定
款
で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
平
成
27
年

10
月
以
降
は
、
被
用
者
年
金
一
元
化
法
及
び
厚
生
年

金
保
険
法
で
保
険
料
率
が
定
め
ら
れ
て
お
り
、
平

成
30
年
9
月
か
ら
は
厚
生
年
金
の
保
険
料
率
と
同
じ

1
8
3
‰
に
な
り
ま
す
。

厚
生
年
金
保
険
経
理

　

こ
の
経
理
で
は
、
平
成
27
年
10
月
か
ら
の
被
用
者

年
金
制
度
の
一
元
化
以
降
、
現
行
の
年
金
体
系
の
内
、

厚
生
年
金
相
当
部
分
の
給
付
及
び
基
礎
年
金
拠
出
金

を
引
き
継
ぎ
、
そ
の
原
資
と
な
る
掛
金
・
負
担
金
（
保

険
料
）
を
収
納
し
、
全
国
連
合
会
へ
全
額
納
付
し
ま

す
。

　

平
成
27
年
10
月
か
ら
の
財
源
率
は
1
7
2
・
7 

8
‰

で
、
組
合
員
の
保
険
料
は
86
・
3 

9
‰
に
な
り
ま
す
。
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長
期
経
理

（　）内は支出に占める割合 

（　）内は収入に占める割合 

収入 
9,214,367
（単位：千円） 

支出 
9,214,367
（単位：千円） 

負担金
5,485,372
（59.5％）

組合員保険料
3,728,995
（40.5％）

負担金払込金
5,485,372
（59.5％）

組合員保険料
払込金
3,728,995
（40.5％）

（　）内は支出に占める割合 

（　）内は収入に占める割合 

掛金払込金
3,670,185
（33.1％）

負担金払込金
7,405,205
（66.9％）

掛金
3,670,185
（33.1％）

負担金
7,405,205
（66.9％）

収入 
11,075,390
（単位：千円） 

支出 
11,075,390
（単位：千円） 

平成27年度平成27年度 事業計画及び予算事業計画及び予算

経
過
的
長
期
経
理

　

こ
の
経
理
で
は
、
平
成
27
年
10
月
か
ら
の
被
用
者

年
金
制
度
の
一
元
化
以
降
、
現
行
の
年
金
体
系
の
内
、

公
務
災
害
に
係
る
年
金
部
分
を
引
き
継
ぎ
、
当
該
年

金
の
原
資
と
な
る
負
担
金
を
収
納
し
、
全
国
連
合
会

へ
全
額
納
付
し
ま
す
。

　

平
成
27
年
10
月
か
ら
の
財
源
率
は
0
・
2
6
3
‰

で
、
組
合
員
の
負
担
は
あ
り
ま
せ
ん
。

（　）内は支出に占める割合 

（　）内は収入に占める割合 

負担金
11,490（100.0％）

負担金払込金
11,490（100.0％）

収入 
11,490
（単位：千円） 

支出 
11,490
（単位：千円） 



（　）内は支出に占める割合 

（　）内は収入に占める割合 

利息及び配当金
105,813（100%）

支払利息
105,813（100%）

収入 
105,813
（単位：千円） 

支出 
105,813
（単位：千円） 預

託
金
管
理
経
理

　

こ
の
経
理
で
は
、
長
期
給
付
事
業
（
年
金
業
務
）

を
一
元
的
に
処
理
し
て
い
る
全
国
連
合
会
か
ら
長
期

給
付
積
立
金
の
一
部
の
預
託
を
受
け
て
、
管
理
・
運

用
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

年
度
末
の
預
託
運
用
額
は
、
普
通
預
金
・
定
期

預
金
で
の
短
期
運
用
資
金
1
億
7
6
6
0
万
円
、
組

合
員
に
対
す
る
貸
付
金
の
資
金
と
し
て
の
貸
付
経

理
へ
の
貸
付
金
40
億
7
0
0
万
円
、
縁
故
地
方
債

4
5
6
0
万
円
な
ど
の
合
計
で
42
億
2
9
2
0
万
円

余
り
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

な
お
、
運
用
収
入
1
億
5
8
0
万
円
は
、
全
額
を

全
国
連
合
会
へ
支
払
う
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

こ
の
経
理
は
、
財
形
住
宅
貸
付
事
業
に
係
る
資
金

の
貸
付
を
行
う
経
理
で
、
全
国
連
合
会
か
ら
資
金
を

調
達
し
て
事
業
を
行
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
、
1
8
0
0
万
円
の
借
入
を
見
込
ん
で

い
ま
す
。 財

形
経
理

（　）内は支出又は収入に占める割合 

（単位：千円）

保険料
18（12.9％）

支払利息
122（87.1％）

財形貸付金利息
122（86.5％）

利息及び配当金
1（0.7％）

当期利益金
1

保険負担金
18（12.8％）

収入
141

支出
140

退
職
等
年
金
経
理

　

こ
の
経
理
で
は
、
平
成
27
年
10
月
か
ら
の
被
用
者

年
金
制
度
の
一
元
化
以
降
、
職
域
年
金
部
分
廃
止
後

の
新
た
な
年
金
と
し
て
創
設
さ
れ
る
「
年
金
払
い
退

職
給
付
」
を
賄
う
経
理
で
、
当
該
給
付
の
原
資
と
な

る
掛
金
・
負
担
金
を
収
納
し
、
全
国
連
合
会
へ
全
額

納
付
し
ま
す
。

　

平
成
27
年
10
月
か
ら
の
財
源
率
は
15
‰
で
、
組
合

員
の
掛
金
は
7
・
5
‰
と
し
て
い
ま
す
。

（　）内は支出に占める割合 

（　）内は収入に占める割合 

掛金
323,735
（50.0％）

負担金
323,735
（50.0％）

掛金払込金
323,735
（50.0％）

負担金払込金
323,735
（50.0％）

支出 
647,470
（単位：千円） 

収入 
647,470
（単位：千円） 
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宿
泊
経
理

　

こ
の
経
理
で
は
、「
え
ひ
め
共
済
会
館
」

の
経
営
・
運
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

経
営
環
境
は
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況

に
あ
り
ま
す
が
、「
安
全
・
安
心
」
な
施
設

と
し
て
ご
利
用
い
た
だ
く
た
め
、
一
層
の

サ
ー
ビ
ス
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

　

今
年
度
は
、
8
月
と
9
月
に
会
議
で
ご

利
さ
れ
る
場
合
の
利
用
者
設
営
割
引
率
を

30
％
と
す
る
ほ
か
、
7
月
か
ら
9
月
に
か

け
て
は
、開
催
日
限
定
の
ビ
ア
ホ
ー
ル
（
組

合
員
割
引
あ
り
）
を
開
催
す
る
予
定
で
す
。

「
ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
」、「
四
季
の
伊
予
路

プ
ラ
ン
」
及
び
「
宿
泊
サ
ポ
ー
ト
プ
ラ
ン
」

な
ど
多
種
多
様
な
宿
泊
プ
ラ
ン
も
ご
用
意

し
て
お
り
ま
す
の
で
、
宿

泊
、
会
議
、
会
食
に
是
非

ご
利
用
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
本
年
4
月
16
日

に
は
お
食
事
処
と
し
て
1

階
に
「
旬
彩 

伍
縁
」
が

オ
ー
プ
ン
し
、
オ
ー
プ
ン

記
念
特
別
コ
ー
ス
料
理
を

ご
用
意
し
て
、
皆
様
の
ご

来
館
を
お
待
ち
し
て
お
り

ま
す
。

※
「
旬
彩 
伍
縁
」
に
つ
き

ま
し
て
は
、
本
誌
裏
面
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

●年間利用計画　　　　　　　　
宿　　　泊 宴集会

利用人数 15,160人
（組合員5，108人／その他10，052人） 1,453件

年間収入 60,198千円 31,001千円

部門
区分

（　）内は支出に占める割合 （　）内は収入に占める割合 

支出 

修繕費
3,000（1.9％）

商品仕入
396（0.2％）

光熱水料
14,184（9.1％）

委託管理費
17,475（11.2％）

施設収入
91,199
（58.1％）

その他
（賃借料など）
41,648
（26.6％）

保健経理
より繰入
24,000
（15.3％） その他

67,679
（43.4％）

職員給与・
旅費・事務費
53,370（34.2％）

当期利益金　743
収入 

156,847
（単位：千円） 

支出 
156,104
（単位：千円） 
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（　）内は支出に占める割合 （　）内は収入に占める割合 

その他（委託費・
賃借料・普及費など）
53,313（21.6％）

事務費負担金
払込金
71,068
（28.7％）

職員給与・
旅費・事務費
123,071
（49.7％）

当期利益金　
2,074

利息及び配当金　
97

負担金
166,162
（66.6％）

連合会交付金
53,622
（21.5％）

その他　155（0.1％）
短期経理より繰入
29,490（11.8％）

収入
249,526
（単位：千円） 

247,452
（単位：千円） 

支出

業
務
経
理

　

こ
の
経
理
で
は
、
短
期
給
付
及
び
長
期

給
付
事
業
を
行
う
た
め
の
人
件
費
、
事
務

に
要
す
る
費
用
を
賄
っ
て
い
ま
す
。 

　

収
入
面
で
は
、
地
方
公
共
団
体
の
事
務

費
負
担
金
は
、
組
合
員
1
人
当
た
り
年
額

1
万
9
5
6
円
（
短
期
分
6
0
8
8
円
、

長
期
分
4
8
6
8
円
）
と
な
り
、
こ
の
う

ち
長
期
分
は
、
全
国
連
合
会
と
共
同
し
て

事
務
を
行
っ
て
い
ま
す
の
で
、
事
務
費
負

担
金
払
込
金
と
し
て
全
国
連
合
会
に
全
額

払
い
込
み
ま
す
が
、
組
合
は
全
国
連
合
会

か
ら
、
地
方
公
務
員
共
済
組
合
連
合
会
及

び
全
国
連
合
会
の
事
務
費
を
除
い
た
額
を

連
合
会
交
付
金
と
し
て
、
組
合
員
1
人
当

た
り
3
6
4
7
円
を
受
け
る
こ
と
と
な
り

ま
す
。

　

ま
た
事
務
費
と
し
て
短
期
経
理
か
ら
業

務
経
理
へ
繰
り
入
れ
る
額
は
、
組
合
員
1

人
当
た
り
2
0
2
0
円
と
な
り
ま
す
。

　

支
出
面
で
は
、
10
月
か
ら
の
被
用
者
年

金
制
度
の
一
元
化
に
伴
う
諸
費
用
の
発
生

に
よ
り
大
変
厳
し
い
状
況
で
は
あ
り
ま
す

が
、
引
き
続
き
事
務
処
理
の
効
率
化
と
経

費
の
節
減
を
図
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

平成27年度平成27年度 事業計画及び予算事業計画及び予算
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保
健
経
理

保

健

関

係

人間ドック利用助成
保 養
関 係

愛媛共済会館利用助成

脳 ド ッ ク 利 用 助 成 新婚・銀婚等利用助成

が

ん

検

診

等

補

助

ミ ニ
ドック

眼 底 検 診 福 祉 施 設 利 用 助 成

大腸がん検診
研 修 会
等 関 係

労働安全衛生業務担当者研修会

H b A 1 c ライフプランセミナー

肺がん
検 診

デジタルCR 健 康 講 習 会 補 助

ヘリカルCT

そ の 他

電話健康・メンタルヘルス相談

胃 が ん 検 診 県・市町連携によるメンタルヘルス対策事業

子 宮 が ん 検 診 そ の 他

乳 が ん 検 診 特定健康
診 査
等 関 係

特 定 健 康 診 査

前 立 腺 が ん 検 診 特 定 保 健 指 導

インフルエンザ予防接種補助

はり・きゅう施術料助成

事 業 の 種 類
（単位：百万円） 

299

係
関
健
保

 

13

係
関
養
保

 

8

る
よ
に
携
連
町
市
・
県

 

業
事
策
対
ス
ル
ヘ
ル
タ
ン
メ

 

1

係
関
等
会
修
研

 

1

他
の
そ

 

21

・
査
診
康
健
定
特

 

導
指
健
保
定
特

 

種類別事業計画額 

　

こ
の
経
理
で
は
、
組
合
員
及
び
被
扶
養
者
の
健
康
の

保
持
・
増
進
の
た
め
、
人
間
ド
ッ
ク
等
の
利
用
助
成
と

特
定
健
康
診
査
・
特
定
保
健
指
導
等
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
、
人
間
ド
ッ
ク
等
の
利
用
促
進
を
図
る

た
め
、
2
日
コ
ー
ス
の
人
間
ド
ッ
ク
の
対
象
者
を
30

歳
以
上
の
組
合
員
及
び
被
扶
養
者
に
、
脳
ド
ッ
ク
の

対
象
者
を
40
歳
以
上
の
組
合
員
に
そ
れ
ぞ
れ
拡
大
し

ま
し
た
。
ま
た
、
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
予
防
接
種
補
助

に
つ
き
ま
し
て
も
接
種
率
の
向
上
を
図
る
た
め
、
補

助
金
額
を
1
5
0
0
円
に
引
き
上
げ
ま
し
た
。

　

人
間
ド
ッ
ク
等
利
用
助
成
な
ど
の
保
健
関
係
及
び

え
ひ
め
共
済
会
館
利
用
助
成
な
ど
の
保
養
関
係
等
、

保
健
事
業
に
要
す
る
費
用
は
、
前
年
度
よ
り
90
万
円

減
の
3
億
2
2
3
0
万
円
を
見
込
ん
で
お
り
ま
す
。

　

特
定
健
康
診
査
・
特
定
保
健
指
導
に
つ
い
て
は
、

引
き
続
き
保
健
師
が
所
属
所
に
お
伺
い
し
、
対
象
者

の
生
活
習
慣
病
予
防
に
対
す
る
意
識
の
向
上
及
び
健

康
状
態
の
改
善
に
努
め
ま
す
。

　

ま
た
、
今
年
度
か
ら
は
「
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
」

を
策
定
し
、
レ
セ
プ
ト
や
健
診
情
報
等
の
デ
ー
タ
の

分
析
に
基
づ
き
組
合
員
等
の
健
康
状
態
や
疾
病
等
の

傾
向
を
把
握
し
た
う
え
で
、
効
果
的
・
効
率
的
な
保

健
事
業
の
実
施
に
努
め
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
の
で
、

ご
理
解
、
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

な
お
、
平
成
24
年
度
か
ら
実
施
し
て
い
る
県
・
市

町
連
携
に
よ
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
事
業
に
つ
い

て
は
、
今
年
度
も
構
成
団
体
か
ら
の
補
助
金
に
よ
り

実
施
い
た
し
ま
す
。

※
保
健
事
業
の
一
部
変
更
に
つ
い
て
は
、
15
P
を
ご

覧
く
だ
さ
い
。

（　）内は支出に占める割合 （　）内は収入に占める割合 

その他
42,302（9.8％）宿泊経理へ繰入

24,000（5.5％）

連合会分担金
3,754（0.9％）

職員給与・
旅費・事務費
19,971
（4.6％）

特定健康診査等費
21,053（4.8％）

掛金・負担金
398,556（98.1％） 厚生費

322,347（74.4％）

補助金
7,647（1.9％）

利息及び配当金　
113

当期損失金
27,111 収入 

406,316
（単位：千円） 

支出 
433,427
（単位：千円） 



　

こ
の
経
理
で
は
、
組
合
員
皆
様
か
ら
お

預
か
り
し
た
資
金
を
安
全
か
つ
効
率
的
に

運
用
し
て
、
組
合
員
皆
様
の
生
活
設
計
に

寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
貯
金
事
業

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

今
年
度
も
貯
金
利
率
は
1
・
0
%
と
し
、

年
度
末
の
貯
金
残
高
は
5
0
1
億
円
、
1

人
当
た
り
の
貯
金
額
は
5
5
8
万
円
、
加

入
率
は
60
・
7
4
%
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

貯
金
経
理
の
資
産
は
、
本
組
合
で
定
め

る
資
金
の
管
理
・
運
用
基
準
に
基
づ
き
、

安
全
第
一
に
国
債
や
地
方
債
な
ど
の
債
券

を
中
心
と
し
た
運
用
の
ほ
か
、
積
立
金
の

一
部
を
物
資
供
給
事
業
の
資
金
と
し
て
貸

し
付
け
て
い
ま
す
。

　

毎
月
の
給
与
か
ら
の
控
除
に
よ
る
定
例

貯
金
に
加
え
、
26
年
度
か
ら
は
期
末
勤
勉

手
当
か
ら
の
控
除
に
よ
る
定
例
貯
金
を
開

始
し
、
利
便
性
が
向
上
し
て
お
り
ま
す
の

で
、
未
加
入
の
方
は
是
非
ご
加
入
く
だ
さ

い
。

画
計
用
運
産
資
の
理
経
金
貯

 

資産総額　５５０億９６２９万３千円
（単位：千円） 

0 20 40 60 80 100

預金
17,238,914
（31.29%）

地方債
9,495,990
（17.24%）

国債6,679,588（12.12%）

政保債等
14,689,585
（26.66％）

公営企業債300,000（0.54％）
社債
6,196,320（11.25％）

長期貸付金
359,000
（0.65％）

その他
136,896
（0.25％）

貯金事業の現況（平成27年度末推計）
貯金者数　8,976人

貯金額　501億円

１人当たり貯金額　558万円

加入率　60.74％

（　）内は支出に占める割合 （　）内は収入に占める割合 

その他
24,951
（4.5％）

支払利息
500,630（90.1％）

当期利益金
151,389

職員給与・
旅費・事務費
30,283（5.4％）

その他
9,125（1.3％）

利息及び配当金
698,128（98.7％）

収入 
707,253
（単位：千円） 

支出 
555,864
（単位：千円） 
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貯
金
経
理

平成27年度平成27年度 事業計画及び予算事業計画及び予算
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こ
の
経
理
で
は
、
貯
金
経
理
か
ら
資
金
を

借
り
入
れ
、
組
合
員
皆
様
が
、
本
組
合
の
契

約
業
者（
指
定
店
）か
ら
自
動
車
や
家
電
製
品

な
ど
を
購
入
す
る
際
に
、
購
入
代
金
を
本
組

合
が
一
括
し
て
立
替
払
い
す
る
物
資
供
給
事

業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

組
合
員
数
の
減
少
等
に
よ
り
、
利
用
件
数
、

利
用
金
額
と
も
に
年
々
減
少
し
て
お
り
ま
す

が
、
今
年
度
は
1
億
5
1
2
0
万
円
の
販
売
を

見
込
ん
で
お
り
、
年
度
末
で
3
1
0
万
円
の
当

期
利
益
金
を
見
込
む
予
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

貸
付
事
故
が
発
生
し
た
場
合
は
、
本
組
合

が
契
約
し
た
民
間
損
保
か
ら
保
険
金
が
支
払

わ
れ
ま
す
が
、
翌
年
度
以
降
の
保
険
料
の
増

加
に
つ
な
が
り
、
財
政
を
圧
迫
す
る
要
因
と

な
り
ま
す
の
で
、
引
き
続
き
所
属
所
と
連
携

を
図
り
な
が
ら
貸
付
事
故
防
止
に
努
め
て
ま

い
り
ま
す
の
で
、
ご
理
解
・
ご
協
力
を
お
願

い
し
ま
す
。

※
物
資
供
給
事
業
の
ご
利
用
方
法
及
び
契
約

業
者（
指
定
店
）は
、
別
冊「
契
約
業
者（
指
定

店
）名
簿
」を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

物
資
経
理

●平成27年度事業の概要

販 売 品 目

家庭用電気製品、家具、自動
車、自転車、自動二輪車、楽
器、図書、洋服、時計、貴金属、
眼鏡、ミニハウス、ストック
ハウス、住宅附帯設備、カメ
ラ、レジャー・スポーツ用品、
寝具、健康器具、石材

販 売 方 法 店頭・巡回・通信販売

利 潤 率 平均　0.71％

購入制限額 200万円

指 定 店 数 149店

月 賦 期 間 2月～60月

債 務 保 証 官公庁等共済組合一般資金貸
付保険により行う

販売見込額 151,200千円

（　）内は支出に占める割合 （　）内は収入に占める割合 

その他
334（2.5％）

受取手数料
13,089（97.5％）

支払利息
4,548
（44.3％）

保険料
1,495（14.5％）

職員給与・
旅費・事務費
876（8.5％）

その他
（普及費・
賃借料など）
3,360
（32.7％）

収入 
13,423
（単位：千円） 

支出 
10,279
（単位：千円） 

当期利益金
3,144
当期利益金
3,144

貸
付
経
理

　

こ
の
経
理
で
は
、
預
託
金
管
理
経
理
か

ら
資
金
を
借
り
入
れ
、
組
合
員
皆
様
の
住

宅
建
設
・
購
入
資
金
、
入
学
・
修
学
等
の

教
育
資
金
や
臨
時
の
出
費
等
に
対
し
、
資

金
の
貸
付
け
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

組
合
員
数
の
減
少
や
社
会
情
勢
の
変
化

に
よ
り
、
貸
付
件
数
、
貸
付
金
残
高
と

も
に
年
々
減
少
し
て
き
て
お
り
、
年
度

末
の
貸
付
残
高
は
、
前
年
度
末
よ
り
6
億

3
3
5
0
万
円
減
の
42
億
9
8
1
0
万

円
と
な
る
見
込
み
で
す
。

　

な
お
、
貸
付
事
故
（
自
己
破
産
、
民
事

再
生
手
続
な
ど
に
よ
る
貸
倒
れ
）
が
発
生

し
た
場
合
は
、
全
国
連
合
会
の
貸
付
債
権

共
同
保
全
事
業
に
よ
り
保
険
金
が
支
払
わ

れ
損
失
分
が
補
て
ん
さ
れ
ま
す
が
、
結
果

的
に
は
保
険
料
の
増
加
に
つ
な
が
り
、
財

政
を
圧
迫
す
る
要
因
と
な
り
ま
す
。
引
き

続
き
償
還
能
力
な
ど
の
事
前
審
査
を
強
化

し
、
所
属
所
と
連
携
を
図
り
な
が
ら
貸
付

事
故
防
止
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
の
で
、

ご
理
解
・
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

（　）内は収入に占める割合 （　）内は支出に占める割合 

組合員貸付金利息
123,488（99.1％）

支払利息
104,307（80.4％）

当期損失金
5,146

連合会払込金
6,910（5.3％）

その他
（賃借料・負担金など）　
7,189（5.5％）利息及び配当金

その他1

788（0.6％）

連合会交付金
401（0.3％）

職員給与・旅費・事務費
11,418（8.8％）

支出
129,824
（単位：千円） 

収入
124,678
（単位：千円） 

●平成27年度末貸付金推計　　

種　　　類 件数（件） 金額（千円） 割合（％）

普 通 貸 付 1,165 993,910 23.12 

住 宅 貸 付 977 2,767,850 64.40 

在宅介護対応住宅貸付 35 58,240 1.36 

災 害 貸 付 3 18,062 0.42 

特 別 貸 付 461 458,644 10.67 

高額医療貸付 1 1,000 0.02 

出 産 貸 付 1 420 0.01 

合 計 2,643 4,298,126 100.00



　共済だより 4月号 Vol.28411

【
調
整
交
付
金
・
特
別
調
整
交
付
金
】

　

短
期
給
付
に
要
す
る
費
用
は
、
組
合
員
と

市
町
村
が
掛
金
・
負
担
金
と
し
て
折
半
負
担

す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
法

定
給
付
に
要
す
る
掛
金
率
が
一
定
以
上
に
な

る
場
合
は
、
全
国
連
合
会
の
財
政
調
整
事
業

に
よ
る
調
整
交
付
金
（
短
期
経
理
の
財
政
窮

迫
組
合
に
対
す
る
財
政
支
援
）
を
受
け
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
構
成
組
合

間
で
の
掛
金
の
不
均
衡
が
調
整
さ
れ
、
組
合

員
の
負
担
が
重
く
な
ら
な
い
よ
う
に
な
っ
て

い
ま
す
。 

　

な
お
、
全
国
の
厳
し
い
財
政
状
況
を
受
け

て
、
財
政
調
整
基
準
掛
金
率
も
引
き
上
げ
ざ

る
を
得
な
い
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

短
期
財
源
率
は
、千
分
の
12
・
56
引
き
下
げ
に
！

―
 

平
成
27
年
度
短
期
経
理（
予
算
） ―

　

平
成
27
年
度
の
短
期
経
理
は
、
収
入
に
お
い
て
は
、
掛
金
・
負

担
金
収
入
の
算
定
基
礎
と
な
る
標
準
給
与（
報
酬
）総
額
が
、
組
合

員
数
の
減
少
及
び
平
成
27
年
10
月
か
ら
の
標
準
報
酬
制
へ
の
移
行

な
ど
の
影
響
に
よ
り
、
減
少
と
な
る
見
込
み
で
す
。      

　

一
方
、
支
出
に
お
い
て
は
、
前
期
高
齢
者
納
付
金
が
大
幅
に
減

少
す
る
た
め
、
高
齢
者
医
療
制
度
に
係
る
拠
出
金
等
の
合
計
が
前

年
度
よ
り
約
13
億
6
千
万
円
減
少
す
る
見
込
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
た
め
、
短
期
財
源
率
は
千
分
の
12
・
56
引
き
下
げ
、
千
分
の

1
0
0
・
80
と
な
り
、
全
国
連
合
会
か
ら
調
整
交
付
金
及
び
特
別

調
整
交
付
金
に
よ
る
財
政
支
援
を
受
け
な
い
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
短
期
掛
金
率
に
つ
い
て
は
、
全
国
連
合
会
の
財
政
調
整

基
準
掛
金
率（
財
政
支
援
を
受
け
る
基
準
率
）が
千
分
の
49
か
ら
千

分
の
50
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
千
分
の
0
・
96（
対

給
料
は
千
分
の
1
・
2
）引
き
上
げ
、
千
分
の
50
・
4（
対
給
料
は

千
分
の
63
）と
な
り
ま
す
。（
別
図
参
照
）

　

大
幅
な
財
源
率
の
引
下
げ
と
な
り
ま
す
が
、
依
然
厳
し
い
財
政

状
況
が
続
い
て
い
ま
す
の
で
、
平
成
27
年
度
も「
財
政
安
定
化
計

画（
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
）」を
策
定
し
、
医
療
給
付
の
適
正
化
に

努
め
る
と
と
も
に
、
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
に
積
極

的
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願

い
し
ま
す
。

平成２7年度  短期掛金率の概要
（単位：‰）

区　　分
期 末 手 当 等 給 料

平成26年度 平成27年度 前年度比較増▲減 平成26年度 平成27年度 前年度比較増▲減

定 款 本 則 ① 56.68 50.40
0.00
0.00

0.00
0.00

▲ 6.28 70.85 63.00 ▲ 7.85
特別財政調整② 6.24 ▲ 6.24 7.80 ▲ 7.80
財 政 調 整 ③ 1.00 ▲ 1.00 1.25 ▲ 1.25
実質 ( ① - ② - ③） 49.44 50.40 0.96 61.80 63.00 1.20

18,540円 18,900円 360円

期末手当等に係る率 給料に係る率

7.80

10006.24

1000 1.25

1000

（基準掛金率）
49.00

1000

（基準掛金率） （基準掛金率） （基準掛金率）
50.00

1000

61.25

1000

62.50

1000

附加給付等
掛 金 率

＝

0.44

1000

法 定 給 付
掛　金　率

0.40

1000

0.55

1000

0.50

1000

法 定 給 付 = Ａ － Ｂ
（8,448,524千円）

Ａ
保健給付、休業給付（育児休業手
当金、介護休業手当金を除く。）、
老人保健拠出金、退職者給付拠出
金、前期高齢者支援金、後期高齢
者納付金、病床転換支援金、一部
負担金返還金、短期任意継続掛金
還付金、連合会払込金、育児・介
護休業手当金拠出金、支払準備金
増減額、業務経理への繰入れ、前
年度欠損金（法定給付分）

Ｂ
高額医療交付金、補助金、短期利
息及び配当金、償還差益、賠償金、
雑収入、公的負担金、欠損金補て
ん積立金及び短期積立金（前年度
の調整交付金等を控除した額）

附加給付等（67,081千円）

②

③

（①－②－③）
実質掛金率 実質掛金率

①

（別図）

給料月額30万円の場合の短期掛金月額
平成26年度 平成27年度 前年度比較増▲減

合計掛金率
（実質掛金率）

56.68
（49.44）

50.40
（50.40）

70.85
（61.80）

63.00
（63.00）

財 源 率 113.36 100.80 141.70 126.00

①

1.00

1000

平成26年度

※ 給料に係る掛金率は、平成27年10月から標準報酬制への移行に伴い期末手当等に係る掛金率を適用します。

平成27年度 平成26年度 平成27年度

（期末手当等の率に手当率1.25を乗じる）

一部負担金払戻金・家族療養費附
加金・家族訪問看護療養費附加金
（基礎控除額25,000円　上位所
得者50,000円）、埋葬料附加金、
家族埋葬料附加金、支払利息、前
年度欠損金（附加給付分）

特別調整交付金率
（基準掛金率50/1000）

※標準報酬制への移行のため、平成27年10月からは、期末手当等に係る率と同じになります。

調整交付金率
（基準掛金率49/1000）

調整基準率
1.0‰上昇

調整交付金率
（基準掛金率50/1000）
交付金は受けられません

短期掛金率（対期末手当）に係る調整交付金等の適用状況（愛媛県）　　（単位：‰）

年　度 短期掛金率（A）
全国連合会からの財政支援 実質掛金率

（A）-（B）-（C）調整交付金率（B）特別調整交付金率（C）

平成21年度 41.37 1.5 0.355 39.515

平成22年度 46.52 1.5 2.01 43.01

平成23年度 48.72 1.5 1.2 46.02

平成24年度 47.52 0 0 47.52

平成25年度 54.60 1.0 5.0 48.60

平成26年度 56.68 1.0 6.24 49.44

平成27年度 50.40 0 0 50.40

給
料
に
係
る
短
期
掛
金
率
が

千
分
の
1
・
2
引
き
上
が
り
ま
す
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　被用者年金制度の一元化により、共済年金は厚生年金に統合されることから、長期給付
の掛金は、厚生年金保険料となります。
　厚生年金保険料は、厚生年金保険法により、原則翌月末日までに納付することとされて
いますが、地方公務員共済組合の場合は、同法に特例が設けられ、共済各法の定めるとこ
ろにより、翌月徴収ではなく、短期掛金と同じく当月徴収となります。

　平成27年10月からの標準報酬制への移行に伴い、平成27年3月までの退職者に係る任意継
続掛金の算定方法は、現行のとおりですが、平成27年4月以降の算定方法は変更されます。
　なお、詳細につきましては、経過措置に係る政令が公布され次第お知らせします。

① 掛金の算定方法について
（現　行）
・「退職時の掛金の標準となった給料額」                  
・「毎年1月1日における組合員の給料の平均額」　　　　　のうちいずれか低い額×掛金率

（改定後）
・「退職時の標準報酬」                          
・「毎年1月1日における組合員の標準報酬の平均額」　　　のうちいずれか低い額×掛金率

② 経過措置について
　平成27年4月から9月までに任意継続組合員の資格取得をした者に係る任意継続掛金につ
いては、次のとおり経過措置が設けられます。なお、平成27年10月以降に任意継続組合員
になった者に係る任意継続掛金については改めてお知らせします。

（平成27年9月30日までに任意継続組合員となった者に係る算定方法について）

（1）平成27年4月～9月分の任意継続掛金
 　現行の掛金算定方法を適用することとなります。
・「退職時の掛金の標準となった給料額」               
・「平成27年1月1日における組合員の給料の平均額」　　　　のうちいずれか低い額×掛金率

（2）平成27年10月～平成28年3月分の任意継続掛金
　経過措置により、現行の規定を適用することとなります。
・「退職時の掛金の標準となった給料額」                
・「平成27年1月1日における組合員の給料の平均額」　　　　のうちいずれか低い額×掛金率

【任意継続組合員の掛金について】

【保険料徴収の特例について】
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【標準報酬制移行時の標準報酬について】

　今回は、平成27年10月からの標準報酬制移行時の標準報酬の決定と任意継続組合員の掛
金についてお知らせします。

① 標準報酬の決定
　平成27年6月1日までに資格を取得した組合員に係る平成27年10月1日から平成28年8月31
日までの間の標準報酬は、平成27年6月の報酬額に基づき決定しますが、平成27年6月2日以
降に資格取得した組合員は、取得時期によって下表のとおり決定方法が異なります。

② 標準報酬の通知
　所属所からの「標準報酬定時決定基礎届」等を受けて、共済組合は標準報酬を決定し、所
属所経由で組合員の皆様に「標準報酬決定通知書」を送付いたします。

③ 標準期末手当等の額の決定
　期末手当等についても、現在と同様に掛金を納めることとなります。標準期末手当等の額
は、組合員に支給される期末手当等の額の1,000円未満を切り捨てた額に基づき決定します。
　この場合の上限額は、短期5,400,000円（年度累計）、長期1,500,000円（月単位）となっています。

④ 標準期末手当等の額の通知
　期末手当等を受けた月（6月・12月）に、所属所からの「標準期末手当等の額決定基礎届」を
受けて、共済組合は標準期末手当等の額を決定し、所属所経由で組合員の皆様に「標準期末
手当等決定通知書」を送付いたします。

平成27年10月から

平成 27年 10月標準報酬制移行時の標準報酬

対　象　者 標準報酬の基礎となる報酬額 上限金額

平成 27年 6月 1日までに資格を取得
した組合員

平成27年6月に受けた報酬額に基づき
決定

標準報酬
(短期)1,210,000円
(長期)　620,000円

平成 27年 6月 2日～平成 27年 8月
31日までに資格を取得した組合員

資格を取得した日の属する月の翌月に
受けた報酬額に基づき決定

平成 27年 9月 1日以後に資格を取得
した組合員

資格を取得した日現在の報酬額に基づ
き決定

標準報酬制へ移行します
第3回
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【このページについての問い合わせ先】　共済組合保健課　医療係　☎089（945）6313

　

共
済
組
合
で
は
、
組
合
員
や
被
扶

養
者（
以
下「
組
合
員
等
」と
い
う
。）が

病
院
で
診
療
を
受
け
た
と
き
の
自
己

負
担
額
が
2
万
5
千
円（
上
位
所
得
者

5
万
円
）を
超
え
る
場
合
に
は
、
診
療

報
酬
明
細
書（
レ
セ
プ
ト
）に
基
づ
い

て「
一
部
負
担
金
払
戻
金
」、「
家
族
療

養
費
附
加
金
」及
び「
家
族
訪
問
看
護

療
養
費
附
加
金
」（
以
下「
一
部
負
担
金

払
戻
金
等
」と
い
う
。）と
し
て
、
そ
の

自
己
負
担
額
の
一
部
を
払
い
戻
し
て

い
ま
す
。

　

た
だ
し
、
組
合
員
等
が
市
区
町
村

の
条
例
に
基
づ
い
た
医
療
費
助
成
事

業（
重
度
心
身
障
害
者
医
療
費
助
成
や

母
子
家
庭
医
療
費
助
成
な
ど
）の
適
用

を
受
け
て
い
る
場
合
は
、
受
診
時
の

自
己
負
担
に
対
し
市
区
町
村
か
ら
助

成
が
あ
り
ま
す
の
で
、
共
済
組
合
か

ら
は　

現
に
支
払
っ
た
額
に
基
づ
き

一
部
負
担
金
払
戻
金
等
の
給
付
を
行

う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

一
部
負
担
金
払
戻
金
等
の
給
付
を

適
正
に
行
う
た
め
、
市
区
町
村
の
医

療
費
助
成
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た

と
き
や
受
け
な
く
な
っ
た
と
き
は
、

公
費
負
担
受
給（
開
始
・
停
止
）の
報

告
を
お
願
い
し
ま
す
。

【
報
告
方
法
】

　

所
属
所
共
済
事
務
担
当
課
を
通
じ

て
、
公
費
負
担
受
給
報
告
書
を
共
済

組
合
へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

【
注
意
事
項
】

　

医
療
費
助
成
の
適
用
を
受
け
て
い

る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
一
部
負
担
金

払
戻
金
等
が
誤
っ
て
支
給
さ
れ
た
場

合
に
は
、
当
該
一
部
負
担
金
払
戻
金

等
を
返
還
し
て
い
た
だ
く
こ
と
に
な

り
ま
す
の
で
、
報
告
を
忘
れ
な
い
よ

う
に
お
願
い
し
ま
す
。

　

一
つ
の
病
院
で
一
月
に
か
か
っ
た
医

療
費（
入
院
と
外
来
は
別
）の
自
己
負
担

が
高
額
と
な
り
そ
う
な
と
き
は
、
共
済

組
合
が
交
付
す
る「
限
度
額
適
用
認
定

証
」と
組
合
員
証
を
一
緒
に
病
院
の
窓
口

に
提
示
す
る
こ
と
に
よ
り
、
窓
口
負
担

か
ら
あ
ら
か
じ
め
高
額
療
養
費
相
当
額

を
控
除
す
る
こ
と
が
で
き
、
負
担
が
軽

減
さ
れ
ま
す
。

　

医
療
費
が
高
額
に
な
り
そ
う
な
方
で

限
度
額
適
用
認
定
証
の
交
付
を
受
け
た

い
方
は
、
所
属
所
の
共
済
事
務
担
当
課

を
通
じ
て「
限
度
額
適
用
認
定
申
請
書
」

を
共
済
組
合
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

※
当
該
申
請
書
は
共
済
組
合
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
も
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

※
70
歳
以
上
75
歳
未
満
の
方
に
つ
い
て

は
、
高
齢
受
給
者
証
の
提
示
に
よ
り

同
様
の
窓
口
負
担
と
な
り
ま
す
。

「
限
度
額
適
用
認
定
証
」

で
病
院
等
の
窓
口
負
担

が
軽
減
さ
れ
ま
す

市
区
町
村
の
医
療
費
助
成
を
受
け
て
い
る
皆
様
へ

医
療
費
が
高
額
に
な
り
そ
う
な
と
き

医
療
費
助
成
事
業
の

適
用
状
況
に
つ
い
て
、

確
認
の
調
査
を
5
月

に
実
施
し
ま
す
。

出
産
費
・
家
族
出
産
費

の
直
接
支
払
制
度
を

ご
利
用
の
皆
様
へ

出産出産
直接支払制度を
利用しましたか。

出産に要した費用は、
42 万円以上でしたか。

※産科医療補償制度対象分娩でない場合、42万円は40万4千円となります。

出産費等の請求は
必要ありません。

は　い

は　い

いいえ

いいえ

出産費等をご請求
ください。

　

直
接
支
払
制
度
を
利
用
し
た
方
で
、
医
療
機
関

等
が
発
行
す
る
領
収
・
明
細
書
に
記
載
さ
れ
た
金

額
が
42
万
円
を
下
回
る
場
合
は
、
共
済
組
合
か
ら

出
産
費
等
と
の
差
額
が
支
給
さ
れ
ま
す
の
で
、
金

額
の
多
寡
に
か
か
わ
ら
ず
、
必
ず
所
属
所
の
共
済

事
務
担
当
課
を
通
じ
て
請
求
し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
直
接
支
払
制
度
を
利
用
し
な
か
っ
た
方

も
、
請
求
を
お
願
い
し
ま
す
。

※
当
該
請
求
書
は
共
済
組
合
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
も

　

掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。
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50
歳
代
は
退
職
に
向
け
て
の
ラ
ス
ト

ス
パ
ー
ト
の
時
期
で
す
。
豊
か
な
セ
カ

ン
ド
ラ
イ
フ
を
送
る
た
め
、
今
か
ら
で

き
る
準
備
を
始
め
ま
し
ょ
う
!

　

共
済
組
合
で
は
、
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
の

三
本
柱
で
あ
る
「
生
き
が
い
」・「
健
康
」・

「
家
庭
経
済
」
等
に
関
す
る
情
報
の
提

供
及
び
退
職
後
を
見
据
え
た
生
涯
設
計

づ
く
り
支
援
の
た
め
、
地
域
社
会
ラ
イ

フ
プ
ラ
ン
協
会
及
び（
株
）伊
予
銀
行
か

ら
講
師
を
迎
え
、
愛
媛
県
市
町
村
職
員

互
助
会
と
共
同
で
、
え
ひ
め
共
済
会
館

に
お
い
て
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
セ
ミ
ナ
ー
を

開
催
し
ま
す
。 

前
年
度
参
加
者
の
ア
ン

ケ
ー
ト
で
は
「
も
っ
と
早
く
参
加
し
て

お
け
ば
よ
か
っ
た
」
と
の
ご
感
想
を
多

く
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
の
で
、
50
歳

に
な
ら
れ
た
ら
ま
ず
参
加
を
ご
検
討
く

だ
さ
い
。

○
開
催
日

　

平
成
27
年
7
月
15
・
16
・
17
日 

　
（
地
区
別
に
3
日
間
開
催
）

○
対
象
者

　

50
歳
以
上
の
組
合
員

○
定
員

　

2
0
0
名

○
参
加
希
望
者
の
募
集
方
法

　

6
月
に
、
所
属
所
の
共
済
事
務
担
当
課

（
係
）を
通
じ
て
募
集
し
ま
す
。

50
歳
代
の

ラ
イ
フ
プ
ラ
ン

セ
ミ
ナ
ー
開
催

人
間
ド
ッ
ク
等
利
用
助
成

　

人
間
ド
ッ
ク
等
利
用
助
成
の
検
査
日

程
2
日（
2
日
通
院
・
1
泊
2
日
）コ
ー

ス
の
助
成
対
象
者
を「
40
歳
以
上
の
組

合
員
」か
ら「
30
歳
以
上
の
組
合
員
及
び

被
扶
養
者
」に
変
更
し
ま
す
。

　

ま
た
、
脳
ド
ッ
ク
の
助
成
対
象
者
の

年
齢
を「
50
歳
以
上
」か
ら「
40
歳
以
上
」

に
変
更
し
ま
す
。

が
ん
検
診
等
補
助

　

子
宮
頸
が
ん（
細
胞
診
）検
査
の
補

助
対
象
者
の
年
齢
を「
30
歳
以
上
」か
ら

「
20
歳
以
上
」に
変
更
し
、
肝
炎
ウ
イ
ル

ス
検
診
の
補
助
を
廃
止
し
ま
す
。

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
予
防
接
種
補
助

　

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
予
防
接
種
補
助
金

額
を「
1
0
0
0
円
」か
ら「
1
5
0
0

円
」に
変
更
し
ま
す
。
ま
た
、
補
助
金

請
求
書
に
添
付
す
る
領
収
書
は
原
本
と

し
ま
す
。

保
健
事
業
の
一
部

変
更
に
つ
い
て

 

一
部
変
更
し
た
事
業

是非ご参加
ください！

　

平
成
25
年
6
月
14
日
に
閣
議
決
定
さ
れ

た「
日
本
再
興
戦
略
」の
中
で
、「
国
民
の
健

康
寿
命
の
延
伸
」が
重
要
施
策
と
し
て
掲
げ

ら
れ
、
そ
の
実
現
の
た
め
に
、
す
べ
て
の

健
康
保
険
組
合
等
に
対
し
、
レ
セ
プ
ト（
診

療
報
酬
明
細
書
）・
健
診
情
報
等
の
デ
ー
タ

分
析
に
基
づ
く
加
入
者
の
健
康
保
持
増
進

の
た
め
の
事
業
計
画
と
し
て「
デ
ー
タ
ヘ
ル

ス
計
画
」の
作
成
と
実
施
が
求
め
ら
れ
ま
し

た
。

　

本
組
合
で
は
、
本
年
度
か
ら
平
成
29
年

度
ま
で
の
3
年
間
の
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画

を
策
定
し
、
こ
の
計
画
に
沿
っ
て
保
健
事

業
を
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
で
は
、
共
済
組
合

な
ど
医
療
保
険
者
に
お
い
て
、
加
入
者
の

健
康
・
医
療
情
報
な
ど
の
デ
ー
タ
を
分
析

し
、
効
果
的
・
効
率
的
な
保
健
事
業
を

P
D
C
A
サ
イ
ク
ル
※
に
沿
っ
て
実
施
す

る
こ
と
が
大
き
な
特
徴
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

共
済
組
合
で
は
特
定
健
康
診
査
・
特
定

保
健
指
導
の
実
施
率
向
上
に
向
け
た
取
組

み
の
強
化
、
レ
セ
プ
ト
・
健
診
情
報
等
の

デ
ー
タ
分
析
に
よ
る
高
リ
ス
ク
保
持
者
に

対
す
る
受
診
勧
奨
、
若
年
層
に
対
す
る
保

健
指
導
等
、
疾
病
予
防
対
策
を
実
施
す
る

こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
組
合
員
及
び
被
扶
養
者
の
方
の
健

康
意
識
・
生
活
習
慣
の
改
善
に
向
け
た
取

組
み
を
所
属
所
と
の
協
働（
コ
ラ
ボ
ヘ
ル
ス
）

に
よ
り
進
め
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

共
済
組
合
の
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
の
詳

細
に
つ
い
て
は
、
今
後
、
本
紙
及
び
共
済

組
合
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
お
知
ら
せ
し
ま

す
。

　

※
P
D
C
A
サ
イ
ク
ル
と
は
、
共
済

組
合
が
保
有
す
る
レ
セ
プ
ト
デ
ー
タ
、

健
診
情
報
等
の
デ
ー
タ
等
を
用
い
て
健

康
課
題
に
応
じ
た
保
健
事
業
を
立
案

（Plan

）し
、
そ
の
計
画
に
沿
っ
て
保
健

事
業
を
実
施（D

o

）、
実
施
し
た
保
健
事

業
の
成
果
を
評
価（Check

）し
、
評
価

に
基
づ
い
て
改
善
に
取
り
組
む（A

ct

）、

こ
の
4
段
階
を
繰
り
返
す
こ
と
に
よ
っ

て
継
続
的
な
事
業
改
善
を
目
指
す
サ
イ

ク
ル
の
こ
と
で
す
。

本
年
度
か
ら
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
に
沿
っ
た

保
健
事
業
が
始
ま
り
ま
す

デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
と
は

【このページについての問い合わせ先】　共済組合保健課　厚生係　☎089（945）6318
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金
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資
供
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事
業

　共済だより 4月号 Vol.284 16

　

共
済
貯
金
は
年
利
１
・
０
％（
税
引
前
。
４
月

１
日
現
在
）、
組
合
員
専
用
の
普
通
貯
金
で
す
。

　

預
入
方
法
は
、
給
料
・
賞
与
か
ら
の
控
除

（
天
引
き
）に
よ
る
定
例
貯
金
と
、
随
時
、
取

扱
金
融
機
関
の
窓
口
か
ら
払
込
む
臨
時
増
額

貯
金
と
が
あ
り
ま
す
。

　

払
戻
請
求
は
随
時
受
け
付
け
て
お
り
、
請

求
書
の
締
切
日
に
応
じ
て
定
め
ら
れ
た
送
金

日
に
、
千
円
単
位
で
の
払
戻
し
を
受
け
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

　

組
合
員
の
皆
様
が
共
済
組
合
の
指
定
店

（
別
冊「
物
資
供
給
事
業
契
約
業
者（
指
定
店
）

名
簿
」を
ご
覧
く
だ
さ
い
。）で
自
動
車
等
を

購
入
す
る
と
き
、
購
入
費
用
の
全
部
又
は
一

部
を
共
済
組
合
が
立
て
替
え
て
お
支
払
い
し

ま
す
。

　

利
用
者
は
、
立
替
金
に
つ
い
て
、
給
料
・

賞
与
か
ら
の
定
額
控
除（
天
引
き
）に
よ
り
分

割
返
済
し
ま
す
。

●
●
●
●
●
新
組
合
員
の
皆
様
へ
●
●
●
●
●

共
済
組
合
福
祉
事
業
の
ご
案
内

　

共
済
組
合
で
は
、
共
済
事
業
の
中
心
で
あ
る
医
療
保
険
制
度
・
年
金
制
度
の
他
に
、
組
合
員

の
皆
様
の
生
活
の
安
定
と
福
祉
の
向
上
を
目
的
と
し
た
福
祉
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
福
祉
事
業
の
中
か
ら
、
貯
金
、
物
資
、
貸
付
の
三
事
業
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

　

平
成
26
年
10
月
1
日
か
ら
平
成
27
年
3
月
31
日

ま
で
の
半
年
分
の
利
息（
年
利
1
・
0
%
、
税
引
後

0
・
7
9
6
8
5
%
）を
計
算
し
、
元
金
に
組
み
入

れ
ま
し
た
。

　

4
月
下
旬
、
加
入
者
の
皆
様
へ「
共
済
貯
金
現
在

残
高
通
知
書
」の
配
付
を
予
定
し
て
い
ま
す
。
貯
金

加
入
時
に
お
配
り
し
て
い
ま
す
貯
金
控
帳
と
あ
わ

せ
、
残
高
管
理
に
ご
活
用
く
だ
さ
い
。

共
済
貯
金
の
お
知
ら
せ

利
息
を
元
金
に
組
み
入
れ
ま
し
た

※払戻請求書締切日は、払戻請求書を共済組合が
　受付けた日です。
※詳しくは共済組合ホームページ「貯金払戻スケ
　ジュール」をご覧ください。

ゴールデンウィーク期間中の
共済貯金の払戻予定

払戻請求書
締切日※ 送金予定日

4月24日(金) 4月28日(火)

【注意】
 4月29日から5月7日まで  

　　　 の間は送金がありません。

4月30日(木) 5月8日(金)

年　　利 1.0%(税引後0.79685%)

預入方法

○定例貯金
給料又は賞与から定額（千円単位）を
控除（天引き）する方法

○臨時増額貯金
取扱金融機関の窓口から随時任意
の額（千円単位）を払込む方法

※併用可

払戻方法

◇払戻請求書を提出することで送金
日に共済組合届出口座への払戻
しが受けられる。

◇送金日は月4回程度。共済組合ホー
ムページ「貯金払戻スケジュール」
参照のこと

（平成27年4月1日現在）

年 　 　 利 2.9%（変動金利）

立替限度額 200万円

償還方法等

給料及び賞与からの控除（天引
き）による償還

毎月償還額は60回以内、賞与
償還額は立替金額の半分以内で
自由に設定可

購入票締切日 毎月5日及び20日

（平成27年4月1日現在）

■物資指定店（追加・取消・変更）

区分 年月日
（変更は届出日） 指定店名 所在地 電話番号 取扱商品

追加 H27.1.27 ㈱ bp 松山市井門町259ー 1 （089）905-3366 自動車
（車検含む）

取消
（店舗） H27.1.16 愛媛トヨペット㈱

松山駅前店

自動車

カーステーション平井（U-car）

追加（店舗） 松山中央店 松山市問屋町244ー 1 （089）916-1000

店舗名・住所・
電話番号変更 H27.2.19 ㈱ホンダプリモ砥部

（Honda Cars 松山南砥部店）
Uカーセンター 松山市土居町588ー 1 （089）961-1828

追加（店舗） 森松店 松山市森松町910ー 1 （089）907-1338

電話番号変更 H27.1.19 愛媛ダイハツ販売㈱
U-CAR松山 （089）945-2112

U-CAR今治 （0898）47-1300

住所変更 H27.2.2 ㈲直野モータース 新居浜市松原町3ー 50

　指定店会では「組合員割引」を行っ
ています。
　これは、組合員割引取扱店において
割引対象商品を購入する際に、組合員
証を提示することにより割引を受ける
ことができるサービスです。
　概要は、本号別冊「物資供給事業契
約業者（指定店）名簿」の裏面「組合
員割引取扱店一覧（平成 27 年度）」を
ご覧ください。

～指定店会からのお知らせ～

組合員割引いたします
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各事業の詳細については
共済組合ホームページを
ご覧ください。
(http://www.ehime-
kyosai.jp/)
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。
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。

　地共済年金情報Web サイトは、「共済だより石鎚」第 282 号（平成 27 年 1 月発行）
において、平成 27 年 3 月 31 日をもって一旦終了し、新たな地共済年金情報Web サイ
トは平成 27 年 4 月以降に開設する予定である
旨お知らせしたところです。
　現在、リニューアル後の新たな地共済年金情
報Web サイトは、被用者年金制度の一元化を
踏まえた内容で開発していることから、被用者
年金が一元化される平成 27 年 10 月を目途に構
築する予定ですのでお知らせします。
　具体的な開設時期、機能等につきましては、
詳細が決まり次第ご案内します。

相談窓口（9時～ 17時（土・日・祝日を除く））
全国市町村職員共済組合連合会　年金部年金企画課　☎03－5210－4607

新たな地共済年金情報Webサイトは、
平成27年10月を目途にリニューアルします。

貸付種類 申　込　事　由 貸付限度額 年利(変動金利) 送金日等

普 通 貸 付 生活必需物資の購入等で臨時に資金が必要なとき 給料月額×6（上限200万円） 2.66%
15日・

月末の前日

住 宅 貸 付
自ら居住するための住宅を新築・購入・増改築・修理又は
土地を購入するとき

組合員期間・給料月額に応じた額 2.66% 月末の前日

在宅介護対応
住 宅 貸 付

自ら居住するための住宅を要介護者に配慮した構造を
有する住宅にするとき

組合員期間・給料月額に応じた額 2.40% 月末の前日

災 害 貸 付
水震火災その他の非常災害等により組合員の居住かつ所
有する住宅等に損害を受けて臨時に資金が必要なとき

組合員期間・給料月額に応じた額 2.22% 月末の前日

医 療 貸 付
組合員又はその被扶養者の保険適用外の療養に係る支
払いのため資金が必要なとき

給料月額×6（上限100万円） 2.66%
15日・

月末の前日

入 学 貸 付
組合員又はその被扶養者等が学校教育法に基づく学校
等に入学するために資金が必要なとき

給料月額×6（上限200万円） 2.66%
15日・

月末の前日

修 学 貸 付
組合員又はその被扶養者等が学校教育法に基づく学校
等で修学するために資金が必要なとき

修業月数×10万円（修業年度毎に貸付） 2.66%
15日・

月末の前日

結 婚 貸 付
組合員又はその被扶養者等が結婚する際に資金が必要
なとき

給料月額×6（上限200万円） 2.66%
15日・

月末の前日

葬 祭 貸 付 組合員の配偶者・子・父母の葬祭で資金が必要なとき 給料月額×6（上限200万円） 2.66%
15日・

月末の前日
高 額 医 療
貸 　 　 付

組合員又はその被扶養者が高額療養費の支給対象とな
る療養の支払いのため臨時に資金が必要なとき

高額療養費相当額 無利息 随時

出 産 貸 付
出産費又は家族出産費の支給対象となる出産に係る支
払いのため臨時に資金が必要なとき

出産費又は家族出産費相当額 無利息 随時

（平成27年4月1日現在）
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満腹ヘルシー
COOKING!さびない体で老化を防ぐ

菜の花としらすの
和風ゆずこしょうパスタ

①菜の花は根元を落として半分の長さ
に切る。ミニトマトは4等分に切る。

②鍋にたっぷりの湯を沸かし、塩（分
量外）を加えスパゲッティを茹でる。
茹で上がり 1分前になったら菜の花
を加え、一緒に茹でる。

③ボウルにＡを合わせ、湯切りした②
を加えよく和える。器に盛り、しら
すとミニトマトを散らす。

材料 ２人分 作り方

菜の花……………… 1/2 束
ミニトマト…………４個
スパゲッティ……… 160g

　　おろしにんにく…小さじ 1/2

Ａ　オリーブオイル…小さじ１
　　しょうゆ…………小さじ１
　　ゆずこしょう……小さじ１
しらす……………… 30g

一緒に茹でること
で塩茹での手間が
省け、洗いものも
減ります。また、
パスタと菜の花を
ひとつのボウルで

調味するので、フライパンも不要です。

●セレン（セレニウム）
ミネラルの一種で、強い抗酸化作用を持っています。ただ
し、サプリメントなどでのとりすぎは注意が必要です。

パスタと菜の花を一緒に茹でる

調理の　　コツ！

しらすPick up!

抗酸化物質をたくさんとって、活性酸素を増やさず、さびにくい体づくりをしましょう。

407kcal ／塩分1.9g
1人分



─組合の現況─
（平成27年2月末現在）

◎所属所数 ..................................................................40
◎組合員数 .............................................14,663人
　　　　男 .................................................9,575人
　　　　女 .................................................5,088人
◎平均給料月額（短期） ..........322,450円
◎被扶養者数 .......................................17,420人
　（含任継 ...............................................内 177人）
◎任意継続組合員 ......................................269人
◎年金受給者数 ..................................17,035人

3,000円（税込）
・伍縁コース・

1,500円2時間飲み放題
(税込)

瓶ビール・日本酒・焼酎・チューハイ・ソフトドリンク
ワイン・ウイスキー・ノンアルコールビール

お一人様期間限定
平成27年6月末まで

～お品書き～
先　 附　季節の和え物

 造　 り　三種盛

焼　 物　伊予牛の陶板焼き

 酢　 物　蟹爪と海藻の土佐酢和え

揚　 物　海老と旬野菜の天婦羅

　  盛り合わせ

御　 飯　筍御飯　止め椀

デザート　プチケーキとフルーツ

◎発行所／愛媛県市町村職員共済組合　松山市三番町5丁目13-1
◎編集発行人／伊藤　正　URL http://www.ehime-kyosai.jp/　 環境にやさしい大豆油インキを

使用しています。
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」
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か
。

ご予約・お問い合わせは ...................................

えひめ共済会館
TEL 089-945-6311
FAX 089-945-6322
〒790-0003 松山市三番町5丁目13-1
http://www.ehime-kyosai.jp/kaikan/

平成27年4月16日（木）からお食事処

朝食（バイキング）の料金700円（税込）!!

ランチ、お弁当、宴会プランのほかご予算に合わせた各種料理をご用意させて
いただきますので、皆様のご利用をスタッフ一同お待ちしています。

『　　　　　 』オープンします

えひめ共済会館からのお知らせ

オープン記念
特別料理




